
R











（１）事務事業の概要 ※行政用語は使わず、簡潔に、市民にわかりやすく説明する

（２）活動と成果の状況

計
画

実
績

計
画

実
績

計
画

計
画

成果

② 活動指標

228

4

人間ドック受検率
（人間ドック受検者数/被保険者
数）

2.2
％

増やす

単位

ア

イ

イ

指標ア
人間ドック受検率

（人間ドック受検者数/被保険者数）

実
績

後期高齢者短期人間ドック助成事
業

所管課

方向性

事業活動 基本施策

保健・医療の
充実

・令和4年以降、団塊の世代が75歳に到達し被保険者数の急増が見込まれる
なか、被保険者の健康保持増進のため引き続き受検率の向上を図る必要があ
る。
・医療機関の予約について「希望の日程がとれない」「年明けには年度内の予約
が埋まってしまう」等の声がある。

基本目標

根拠法令

定住自立圏共生ビジョン

過疎地域持続的発展計画

新市建設計画

指定医療機関で短期人間ドックを受検する後期高齢者医療被保険者に検査費用の一部を助成する。
【対象者】後期高齢者医療制度の加入者で、次の要件をすべて満たしている方
　　　　　　・後期高齢者医療保険料を完納していること
　　　　　　・医師の治療を受けていない又は治療を受けているが短期人間ドックの受検に支障がないこと
　　　　　　・特定健康診査又は後期高齢者健康診査を受診していないこと
　　　　　　・病院から市への検査結果の提供を承諾いただけること
【助成額】検査費用の70%（上限３万円）
【指定医療機関】旭中央病院、島田総合病院、匝瑳市民病院、国際医療福祉大学成田病院

保険年金課

2

基本施策

国民健康保険が人間ドックの助成を実施していることもあり、「後期高齢
者医療被保険者にも人間ドックの助成をしてほしい」との声があったため
事業を開始した。

施策の展開

費用の一部を助成す
ることで本人負担を
軽くし、短期人間ドッ
クの受検機会を提供
する

後期高齢者短期人間ドック助成事業

高齢者医療年金班

平成25年度

旭市後期高齢者短期人間ドック助成事業実施規則

① R4の主な活動や実績

事務事業評価シート 令和 4 令和

5

12

58

短期人間ドック受検
者に費用の一部を助
成する

13410

④ 事務事業の目的と位置付け（何を目指しているのか）

事業コード・
事務事業名

2

① 事務事業の内容（何をする事務事業なのか）

戦略事業名 R4主要事業

② 開始の経緯（なぜこの事務事業を始めたのか）

施策
体系

提供する
モノやサービス

5

疾病の予防及び早期発見、
早期治療に役立て、被保険
者の健康保持増進が図られ
る

掲
載
計
画
等

3

4

年 月

③ 環境の変化・課題・意見等（現状で問題などはあるか）

保健・医療の充実

病気予防対策の充実

会計

一般

開始年度

結婚・出産・子
育ての希望が
かない、誰も
が生きがいを
持てるまちづ
くり

指標イ

④成果指標の動向

1.8

ア

【短期人間ドック受検者に費用の一部を助成す
る】
●短期人間ドック助成申請受付
●利用承認書の発行、送付
●制度の周知（広報に掲載）

114

142

4

4

1.5

日12 1

国土強靱化地域計画

総合戦略
予算科目

担当班

③ 成果指標

年度事後評価・決算

款 項 目

R3

病気予防対策
の充実

R5

実
績

施策の展開

4

3

人

1.2

R1

1.2

1.7

1.1

R2 R3

1.2 1.7

件

単位 R5

人間ドック受検者数

指定医療機関数

R4

172

185

4

4

R4

R1

118

116

4

R2

167

104
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計画

実績
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2

4

6

8

10

R1 R2 R3 R4 R5

計画

実績



（３）コストの状況 （単位：千円）

1.

2.

3.

（４）事務事業に関する評価

＝ 延べ 人

27
6,750

人 × 日

その他

3.負担金補助及び交付金

2,048
1,423
41.0%一般財源の比率

その他

一般財源

国・県支出金

地方債

0

③ 各費目の詳細（R4決算）

通信運搬費

人間ドック委託料

人間ドック助成金

1,896

72.4%
4,971

2.委託料

合計

令和６年度までは、被保険者数の増加傾向が続くため、引き続き広報等で周知を図りながら
事業を継続していく。

長寿社会を迎え、市民の健康への意識が高まったこと、また、コロナ禍を経験したことが、改めて健康であることの大
事さを認識する機会となったことも考えられる。

向上

順調

指標イ

判定

判定

指標ア

③ 今後の方向性
（①・②を踏まえた
R5以降の方針）

方針判定

継続実施

財
源
内
訳

費
目
内
訳

R4決算

20
5,511

役務費

委託料
常時 490

② 従事職員数① 事務事業費

負担金補助及び交付金

0

1.役務費

72.7%

1,526
4,035

1,599
1,543

3,142

72.6%

1,170
3,108

49.1%

5,561
00

0

4,278

R3決算R2決算

22
3,120

0

19
4,199

0

R1決算

11

0

3,460
0

R5予算

30

0

0

0

6,867

60

① 事務事業の進捗

② 成果指標の推移
（R3→R4）

④ 特定財源の詳細（R4決算）

　

後期高齢者医療広域連合受託事業収入

分析（変動の要因や対策について）

分析（変動の要因や対策について）

令和４年1月以降、団塊の世代が後期高齢者となり始めたことにより被保険者数が急増し、相対的に人間
ドック受検者数が増加した。また、制度の周知が徐々に広まっていることも受検者数の増加につながってい
るものと考えられる。

国・県支出金

地方債

分析（好不調の要因や対策について）判定

人間ドック受検者数の増加

判定・方針の詳細

⑤ R3→R4　増減理由

人

最大

00
3,471

0
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（１）事務事業の概要 ※行政用語は使わず、簡潔に、市民にわかりやすく説明する

（２）活動と成果の状況

計
画

実
績

計
画

実
績

計
画

計
画

回

単位 R5

付加金支給者数(年度のべ人数)

広報掲載回数

R4

93

75

1

1

R4

R1

100

91

2

R2

110

88

2

1

人

84.0

R1

82.0

85.2

89.8

R2 R3

83.7 84.5

日12 1

国土強靱化地域計画

総合戦略
予算科目

担当班

③ 成果指標

年度事後評価・決算

款 項 目

R3

子育て世帯へ
の経済的支援

R5

実
績

結婚・出産・子
育ての希望が
かない、誰も
が生きがいを
持てるまちづ
くり

指標イ

④成果指標の動向

89.9

ア

・広報等で周知し、対象者には、年1回（12月）申
請書を送付する。
・未申請者には再通知を行う。
・国民健康保険に加入していて母子健康手帳の
交付を受けた者に、母子健康手帳の交付を受け
た月から出産日の翌月までにかかった保険適用
治療の一部負担金相当額（医療機関における自
己負担額）を支給する。

100

79

1

1

87.8

5

妊産婦の経済的な負担軽減
が図れ、必要な治療を適切
な時期に受けることがで
き、安心して妊娠、出産をし
やすい環境が整う。

掲
載
計
画
等

2

1

年 月

③ 環境の変化・課題・意見等（現状で問題などはあるか）

子育て支援の充実

子育て世帯への経済的支援

会計

国保（事業）

開始年度

妊産婦付加金を支給
する。

妊産婦付加金

国民健康保険班

不詳

旭市国民健康保険条例

① R4の主な活動や実績

事務事業評価シート 令和 4 令和

7

17

96

広報等で制度を周知
し、国保加入の妊産婦
支給対象者に申請書
を送付する。

51000

④ 事務事業の目的と位置付け（何を目指しているのか）

事業コード・
事務事業名

3

① 事務事業の内容（何をする事務事業なのか）

戦略事業名 R4主要事業

② 開始の経緯（なぜこの事務事業を始めたのか）

施策
体系

提供する
モノやサービス

施策の展開

基本施策

付加金を支給し、妊産婦の経済的な負担を軽減し、出産しやすい環境を
整えるため。
旧旭市、旧飯岡町では同様の事業を実施。旧海上町、旧干潟町では取り
扱いなし。

施策の展開

実
績

妊産婦付加金
所管課

方向性

事業活動 基本施策

子育て支援の
充実

令和3年度を含む過去４年間の申請率は８０％以上を維持している。
特になし。

基本目標

根拠法令

定住自立圏共生ビジョン

過疎地域持続的発展計画

新市建設計画

市単独事業であり、国民健康保険に加入していて母子健康手帳の交付を受けた者に、母子健康手帳の交付を受けた月から出産日の翌月までにかかった
保険適用治療の一部負担金相当額（医療機関における自己負担額）を支給する。

保険年金課

1

単位

ア

イ

イ

指標ア
付加金申請率

（付加金申請者数／付加金支給対象者数）

成果

② 活動指標

80

2

付加金申請率
（付加金申請者数／付加金支給対
象者数）

87.4
％

増やす
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計画
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（３）コストの状況 （単位：千円）

1.

（４）事務事業に関する評価

2,108

0

一人当たりの医療費が増加したため、一部負担金も
増加した。

判定・方針の詳細

⑤ R3→R4　増減理由

人

最大

① 事務事業の進捗

② 成果指標の推移
（R3→R4）

④ 特定財源の詳細（R4決算）

　

分析（変動の要因や対策について）

分析（変動の要因や対策について）

対象者には通知を送付し、広報等で情報提供を行い、未申請者には再勧奨を行っている。
対象者は微減しているが、一人当たりの医療費については増加しており、妊産婦の経済的な負担軽減に繋
がっている。

国・県支出金

地方債

分析（好不調の要因や対策について）判定

00

0

0

00

0

0

3,040

R5予算R3決算R2決算

2,290
0
0

2,460
0

0

R1決算

2,108

0

0
0 0

0

1.妊産婦付加金

100.0%

0
2,855

0
2,290

2,290

100.0%

0
2,460

100.0%

2,855
00

0

2,460

妊産婦付加金

常時 10

② 従事職員数① 事務事業費

③ 今後の方向性
（①・②を踏まえた
R5以降の方針）

方針判定

継続実施

財
源
内
訳

費
目
内
訳

R4決算

2,855
0

妊産婦の経済的な負担軽減が図られ、必要な治療を適切な時期に受けることができ、安心
して妊娠、出産をしやすい環境を整えるため、今後も実施する。

申請率は80％以上を維持しており、未申請者にも再勧奨を行い支給することが出来た。

好調維持

順調

指標イ

判定

判定

指標ア

その他

0
2,108

100.0%一般財源の比率

その他

一般財源

国・県支出金

地方債

0

③ 各費目の詳細（R4決算）

妊産婦付加金

0

100.0%
3,040

合計

＝ 延べ 人

3,040
0

人 × 日
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（１）事務事業の概要 ※行政用語は使わず、簡潔に、市民にわかりやすく説明する

（２）活動と成果の状況

計
画

実
績

計
画

実
績

計
画

計
画

成果

② 活動指標

18

33.5

特定健康診査受診率（40～74
歳）

48.0
％

特定健康診査受診率（35～39
歳）

特定健康診査受診率（35～39歳）

増やす

単位

ア

イ

イ

指標ア 特定健康診査受診率（40～74歳）

実
績

特定健康診査等事業
所管課

方向性

事業活動 基本施策

保健・医療の
充実

根拠法令等の変更はなく、健診受診率向上のため積極的な取組が進められて
いる。
・第三期特定健康診査等実施計画（H30～R5）
・第２期保健データヘルス計画（H30～R5）
コロナ禍での集団健診時の混雑緩和対策

基本目標

根拠法令

定住自立圏共生ビジョン

過疎地域持続的発展計画

新市建設計画

特定健康診査は、生活習慣病（メタボリックシンドローム）を予防し、医療費の削減が図れるように、各保険者（旭市）が、国民健康保険加入者で40～74歳
の方に健康診査を実施する事業。※市独自の事業として、35～39歳の方にも健診を実施している。
【健診項目】問診、身体計測、腹囲測定、尿検査、血圧測定、診察、血液検査（脂質：中性脂肪・ＨＤＬコレステロール・ＬＤＬコレステロール、肝機能：ＧＯＴ・Ｇ
ＰＴ・γ-ＧＴＰ、血糖：ヘモグロビンＡ１ｃ、※旭市追加項目：尿酸・クレアチニン・ｅＧＦＲ）、必要に応じ、心電図、眼底検査、貧血検査

【健診方法】集団健診：市内3箇所の公共施設で、9月(午前）に実施。個別健診：指定医療機関で、6月から9月（診療時間内）に実施。　※大腸がん検診、
前立腺がん検診、肝炎ウイルス検診（集団）も同時実施。
【健診費用】無料

保険年金課

1

基本施策

国の医療制度改革として、医療保険者による健康及び保健指導の充実を
図る観点から、特定健康診査、特定保健指導の実施が義務付けられた。

施策の展開

特定健康診査受診結
果表で健康状態や有
所見（リスク）状況の
把握ができる。

特定健康診査等事業

国民健康保険班

平成20年度

高齢者の医療の確保に関する法律

事務事業評価シート 令和 4 令和

5

12

56

日程等を計画及び周
知し、特定健康診査を
実施する。

53000

④ 事務事業の目的と位置付け（何を目指しているのか）

事業コード・
事務事業名

1

① 事務事業の内容（何をする事務事業なのか）

戦略事業名 R4主要事業

② 開始の経緯（なぜこの事務事業を始めたのか）

施策
体系

提供する
モノやサービス

5

生活習慣病の予防および疾
病の早期発見、早期治療に
役立ち、医療費の削減が図
れる。

掲
載
計
画
等

4

年 月

③ 環境の変化・課題・意見等（現状で問題などはあるか）

保健・医療の充実

病気予防対策の充実

会計

国保（事業）

開始年度

結婚・出産・子
育ての希望が
かない、誰も
が生きがいを
持てるまちづ
くり

指標イ

④成果指標の動向

45.4

27.0

24.4

ア

％

増やす

・35歳以上の国保加入者に、通知を送付する。
・広報、ホームページ、防災無線等で情報提供を
行う。
・個別健診（6月～9月）、集団健診（20日間）を実
施する。
・受診結果表を送付する。
・未受診者を対象に人工知能（AI）による受診勧
奨を実施する。
・40歳～74歳の受診者のうち、受診勧奨域に該
当した対象者に対し、「受診経年表」と「精密検査
受診の指示書」の勧奨通知等を送付し、受診を促
す。

14

14

46.6

19.0

日12 1

国土強靱化地域計画

総合戦略
予算科目

担当班

③ 成果指標

年度事後評価・決算

款 項 目

R3

病気予防対策
の充実

R5

実
績

施策の展開

日

48.0

R1

46.9

26.9

18.8

48.0

36.3

24.7

18.8

R2 R3

46.0

23.8

48.0

単位 R5

特定健康診査開催日数（集団健診）

R4

20

20

R4

R1

28

28

R2

25

0

0

20

40

60

80

100

R1 R2 R3 R4 R5

計画

実績

0

20

40

60

80

100

R1 R2 R3 R4 R5

計画

実績



（３）コストの状況 （単位：千円）

1.

2.

3.

4.

5.

（４）事務事業に関する評価

＝ 延べ 54 人

620
2,727

人 × 18 日

その他

3.委託料

22,486
15,921
21.3%一般財源の比率

その他

一般財源

国・県支出金

5.その他

地方債

36,361

③ 各費目の詳細（R4決算）

特定健康診査用消耗品費、印刷製本費

特定健康診査通知等通信運搬費、データ等管理手数料

特定健康診査、未受診者対策、通知業務

特定健康診査受付業務会計年度職員報酬

特定健康診査受付業務会計年度職員費用弁償

0

53.6%
34,155

2.役務費

合計

生活習慣病（メタボリックシンドローム）を予防し、医療費の伸びを抑制するため、今後も特
定健康診査を継続して実施する。また、ＬＩＮＥやホームページ等で情報提供を行い、受診率
の低い年齢層に向けて勧奨を行う。

40歳以上の特定健康診査の受診率は微減で、35歳から39歳の若年層は微増した。
受診勧奨通知の効果で、連続して受診している被保険者は増えている。啓発や未受診者対策等を行い、受診率を
上げる。

好調維持

伸び悩み

概ね順調

指標イ

判定

判定

指標ア

③ 今後の方向性
（①・②を踏まえた
R5以降の方針）

方針判定

継続実施

財
源
内
訳

費
目
内
訳

R4決算

534
2,155

需用費

役務費
常時 260,332

② 従事職員数① 事務事業費

委託料

0

1.需用費

47.2%

0
26,748

21,661
13,075

62,761

48.7%

0
25,985

20.8%

54,961
28,21328,025

0

55,039

4.賃金

その他 0

R3決算R2決算

700
2,561

59,500

581
2,216

賃金 111
0

R1決算

1,209

0

2,923
70,525

R5予算

29,58429,054

52,201

0

5446
5

0

66

63,739

6

52,195

1

① 事務事業の進捗

② 成果指標の推移
（R3→R4）

④ 特定財源の詳細（R4決算）

　特定健康診査事業費等県負担金

分析（変動の要因や対策について）

分析（変動の要因や対策について）

受診率は微増しているが、未受診者に対し受診勧奨を継続し行い、早期からの生活習慣病予防のため、若
年層が受診・利用しやすい環境整備を行う。

令和３年度に引き続き、人工知能（AI）を活用した受診勧奨の通知内容を変更し送付した。
受診に積極的な世代の後期高齢者医療保険への移行に伴い、受診率は微減している。

国・県支出金

地方債

分析（好不調の要因や対策について）判定

微減

判定・方針の詳細

⑤ R3→R4　増減理由

人

最大 3

74,768

0



R











（１）事務事業の概要 ※行政用語は使わず、簡潔に、市民にわかりやすく説明する

（２）活動と成果の状況

計
画

実
績

計
画

実
績

計
画

計
画

日

単位 R5

特定保健指導個別支援開催日数

特定保健指導訪問支援日数

R4

10

9

260

180

R4

R1

22

22

294

R2

21

21

50.0

R1

59.3

40.0

51.9

55.0

47.7

50.0

44.8

R2 R3

41.8

28.0

52.3

日12 1

国土強靱化地域計画

総合戦略
予算科目

担当班

③ 成果指標

年度事後評価・決算

款 項 目

R3

健康づくりの
推進

R5

実
績

施策の展開

316

307

日

結婚・出産・子
育ての希望が
かない、誰も
が生きがいを
持てるまちづ
くり

指標イ

④成果指標の動向

31.5

48.0

28.0

ア

％

増やす

【特定保健指導の実施】
●特定保健指導対象者に通知後、希望者に対し
個別指導を実施する。
●特定保健指導を利用しなかった人に対し、訪問
指導を行い、特定保健指導の利用につなげる。

【実績（40～74歳）】R5.9.30現在
積極的支援
・対象者218人、利用者67人、終了者47人
動機づけ支援
・対象者526人、利用者167人、終了者161人

29

21

296

224

31.0

48.0

5

特定保健指導利用者の生活
習慣が改善される

掲
載
計
画
等

4

260

年 月

③ 環境の変化・課題・意見等（現状で問題などはあるか）

保健・医療の充実

健康づくりの推進

会計

国保（事業）

開始年度

特定保健指導対象者
に健康づくりの支援
を行う

特定保健指導事業

国民健康保険班

平成20年度

高齢者の医療の確保に関する法律

① R4の主な活動や実績

事務事業評価シート 令和 4 令和

5

11

51

特定保健指導を実施
するための体制をつ
くる

53100

④ 事務事業の目的と位置付け（何を目指しているのか）

事業コード・
事務事業名

1

① 事務事業の内容（何をする事務事業なのか）

戦略事業名 R4主要事業

② 開始の経緯（なぜこの事務事業を始めたのか）

施策
体系

提供する
モノやサービス

基本施策

国の医療制度改革の一環として、内臓脂肪の蓄積に起因した生活習慣病
に関する健康診査（特定健診）及び、特定健診の結果により健康の保持に
努める必要のある人に対する保健指導（特定保健指導）の実施が義務付
けられたことを受け、事業を開始した。

施策の展開

実
績

特定保健指導事業
所管課

方向性

事業活動 基本施策

保健・医療の
充実

新型コロナウイルス感染症の影響により、対面での保健指導の実施が困難とな
り令和元年度は目標を上回っていたが、それ以降は利用率、実施率ともに低下
している。

基本目標

根拠法令

定住自立圏共生ビジョン

過疎地域持続的発展計画

新市建設計画

特定健康診査の結果、腹囲（BMI）・血圧・脂質・血糖・喫煙歴が基準値以上の人（メタボリックシンドローム該当者や予備群の人）に対し保健師や管理栄養
士が、対象者の生活習慣を確認しながら、栄養・運動等の健康づくりに関する支援を行う。
指導は、個別またはグループで行い、初回面接で生活習慣の改善目標を立てた後、電話やメール等で随時相談をしながら3か月以上継続して実施する。
指導には、積極的支援（腹囲（BMI）が基準値以上で血圧等の追加リスクが2つ以上該当の人が対象）、動機づけ支援（腹囲（BMI）が基準値以上で血圧等
の追加リスクが1つ該当の人が対象）の２タイプがある。
指導の実施率は、国で定められた目標値（令和5年度は60％）があり、それを目指して実施している。

保険年金課

1

単位

ア

イ

イ

指標ア
特定保健指導の利用率

(指導を受けた人数/指導対象者)

成果

② 活動指標

25

242

43.0

特定保健指導の利用率
(指導を受けた人数/指導対象者)

53.4
％

特定保健指導の実施率
(指導を終了した人数/指導対象
者)

特定保健指導の実施率
(指導を終了した人数/指導対象者)

増やす

0

20

40

60

80

100

R1 R2 R3 R4 R5

計画

実績
0

20

40

60

80

100

R1 R2 R3 R4 R5

計画

実績



（３）コストの状況 （単位：千円）

1.

2.

3.

4.

5.

6.

（４）事務事業に関する評価

2,714

0

２.需用費
特定保健指導対象者が減少したため。
３.役務費
システム管理手数料が増加したため。
４.委託料
委託単価が上昇したため。
５.その他
有料の研修会参加がなかったため。

判定・方針の詳細

⑤ R3→R4　増減理由

人

最大

3,8512,618

① 事務事業の進捗

② 成果指標の推移
（R3→R4）

研修会負担金、旅費

④ 特定財源の詳細（R4決算）

特定健康診査事業費等県負担金

分析（変動の要因や対策について）

分析（変動の要因や対策について）

特に積極的支援利用者において、継続的な支援の連絡をしてもつながらず、終了者が少ない傾向がある。
令和5年度に特定保健指導支援システムを導入し平日に電話等で連絡が取りにくい利用者に対してもICT
を活用して継続的な支援と評価を実施できるようにし、実施率の向上を目指したい。

令和2年度以降、新型コロナウイルス感染症の影響により、減少している。また、若い世代（40～50歳代）
は平日日中の保健指導の利用が難しく利用者が少ない傾向にある。
今後は、一部業務委託の実施、特定健診当日の初回面接を再開できるようにし、若い世代も含めて特定保
健指導を利用しやすくし、利用率の向上を目指したい。

国・県支出金

地方債

分析（好不調の要因や対策について）

6.その他

判定

123
1,125

39

45

0

70

4,537

319
120

111

64

R5予算

4.委託料

使用料

その他 77

R3決算R2決算

2,583
317
129

2,266
284

委託料 658

16

R1決算

1,487

47

326
227

0

1.賃金

5.5%
360

200
13

3,153

13.3%

0
152

0.4%

2,714
2,3542,940

0

2,770

賃金

需用費
常時 2230

② 従事職員数① 事務事業費

役務費

③ 今後の方向性
（①・②を踏まえた
R5以降の方針）

方針判定

見直し

財
源
内
訳

費
目
内
訳

R4決算

2,306
176

利用率向上のため、特定健診当日の初回面接の再開に加えて一部業務委託を開始し特定
保健指導が利用できる機会を増やしていく。また、実施率向上のため、ICTを活用し利用者
の状況を確認し、支援がしやすい環境を整備していく。

令和2年度以降、新型コロナウイルス感染症の影響により、集団での特定健診当日に実施していた対面での特定保
健指導が困難となったこと、特定保健指導を実施していた専門職が感染症やワクチン接種への対応のため、保健指
導業務を大幅に縮小せざるを得ない状況となり、利用率、実施率ともに減少している。
今後は、マンパワーを補うために会計年度任用職員の活用、一部業務委託の実施をすること、特定保健指導を利用
しやすい体制を整えるためにICTの活用を行うことなどにより、利用率、実施率の向上を目指したい。

伸び悩み

伸び悩み

停滞

新しい
取り組み➡

指標イ

判定

判定

指標ア

その他

3.役務費

138
365

13.4%一般財源の比率

その他

一般財源

国・県支出金

5.使用料

地方債

2,211

③ 各費目の詳細（R4決算）

会計年度任用職員賃金（報酬・期末手当）

消耗品費、訪問等燃料費、通知等印刷製本費

通知等通信運搬費、データ管理手数料

重複服薬患者保健指導委託料

特定保健指導支援システム使用料

0

15.1%
686

2.需用費

合計

＝ 延べ 人

2,416
327

人 × 日



R











（１）事務事業の概要 ※行政用語は使わず、簡潔に、市民にわかりやすく説明する

（２）活動と成果の状況

計
画

実
績

計
画

実
績

計
画

計
画

成果

② 活動指標

780

5

人間ドック受診率
(人間ドック受診者数／40歳以
上被保険者数）

5.2
％

増やす

単位

ア

イ

イ

指標ア
人間ドック受診率

(人間ドック受診者数／40歳以上被保険者数）

実
績

短期人間ドック事業
所管課

方向性

事業活動 基本施策

保健・医療の
充実

Ｈ23年度から近隣市、他保険者（社会保険等）の状況を踏まえ、検査費用の負
担割合を変更し、上限を設定。受検費用の70%助成とし助成上限額を4万円と
した。H26年度からは限られた予算の中でより多くの市民に受検機会を提供す
るため指定医療機関を増やすとともに上限額を3万円とした。H27年度からは
検査費用の償還払いを可とした。
指定医療機関などの拡充について意見があった。

基本目標

根拠法令

定住自立圏共生ビジョン

過疎地域持続的発展計画

新市建設計画

指定医療機関で短期人間ドックを受検する国民健康保険被保険者に検査費用の一部を助成する。
【対象者】国民健康保険加入者で、次の要件をすべて満たしている方
　　　　　　・40歳以上
　　　　　　・前年度分の国保税を完納していること
　　　　　　・医師の治療を受けていないこと又は治療を受けているが支障がないこと
　　　　　　・年度内に短期人間ドックや特定健診を受診していない及び受診する予定がないこと
　　　　　　・病院から市への検査結果の提供を承諾いただけること
【助成額】検査費用の70％（上限額は3万円）
【指定医療機関】指定医療機関は5箇所（旭中央病院・島田総合病院・東庄病院・匝瑳市民病院・国際医療福祉大学成田病院）

保険年金課

1

基本施策

国保被保険者の疾病の予防、早期発見および早期治療に役立たせること
により健康保持増進と国民健康保険事業の健全運営を図るため。

施策の展開

短期人間ドック費用
の一部を助成するこ
とで本人負担を軽減
する。
結果表により、健康状
態や有所見（リスク）
状況の把握ができ
る。

短期人間ドック事業

国民健康保険班

不詳

旭市国民健康保険短期人間ドック事業実施規則

① R4の主な活動や実績

事務事業評価シート 令和 4 令和

5

12

57

広報やホームページ
等で、短期人間ドック
受検および助成金の
情報提供をする。

53200

④ 事務事業の目的と位置付け（何を目指しているのか）

事業コード・
事務事業名

1

① 事務事業の内容（何をする事務事業なのか）

戦略事業名 R4主要事業

② 開始の経緯（なぜこの事務事業を始めたのか）

施策
体系

提供する
モノやサービス

5

国保加入者の疾病の予防、
早期発見および早期治療に
役立つ。
健康保持増進および国民健
康保険事業の医療費の削減
が図られる。

掲
載
計
画
等

4

5

年 月

③ 環境の変化・課題・意見等（現状で問題などはあるか）

保健・医療の充実

病気予防対策の充実

会計

国保（事業）

開始年度

結婚・出産・子
育ての希望が
かない、誰も
が生きがいを
持てるまちづ
くり

指標イ

④成果指標の動向

5.5

ア

・広報紙やホームページ等で情報提供を行う。
・窓口やオンラインで申請の受付をする。
・利用承認通知書を送付する。
・指定医療機関で短期人間ドックを受検した被保
険者にその費用の70％を助成する。（上限額は3
万円。）
・結果表が医療機関から届く。
・医療機関から届いた被保険者情報を管理する。

770

728

5

5

5.1

日12 1

国土強靱化地域計画

総合戦略
予算科目

担当班

③ 成果指標

年度事後評価・決算

款 項 目

R3

病気予防対策
の充実

R5

実
績

施策の展開

5

4

人

5.4

R1

5.0

5.4

4.2

R2 R3

5.4 5.3

件

単位 R5

人間ドック受診者数

指定医療機関数

R4

750

755

5

5

R4

R1

790

743

5

R2

770

621

0

20

40

60

80

100

R1 R2 R3 R4 R5

計画

実績
0

2

4

6

8

10

R1 R2 R3 R4 R5

計画

実績



（３）コストの状況 （単位：千円）

1.

2.

（４）事務事業に関する評価

＝ 延べ 人

23,100
300

人 × 日

その他

14,347
19,847
54.3%一般財源の比率

その他

一般財源

国・県支出金

地方債

2,335

③ 各費目の詳細（R4決算）

人間ドック事業委託

償還払助成金

0

83.7%
19,576

2.人間ドック助成金

合計

早期から生活習慣病を予防し、健康保持増進を図るため、受検対象者年齢を40歳以上か
ら35歳以上へ拡充する。

自身の健康に対する意識が高まり、受検する被保険者が増えた。

向上

順調

拡大➡

指標イ

判定

判定

指標ア

③ 今後の方向性
（①・②を踏まえた
R5以降の方針）

方針判定

見直し

財
源
内
訳

費
目
内
訳

R4決算

22,587
30

人間ドック委託料

人間ドック助成金
常時 10

② 従事職員数① 事務事業費

0

1.人間ドック委託料

90.5%

0
20,099

11,575
16,315

30,165

88.9%

0
19,752

54.1%

22,617
2,5182,275

0

21,822

R3決算R2決算

30,135
30
0

21,822
0

0

R1決算

36,500

0

29
0

R5予算

3,8242,070

0

0

00

0

0

23,400

0

① 事務事業の進捗

② 成果指標の推移
（R3→R4）

④ 特定財源の詳細（R4決算）

特定健康診査事業費等県負担金

分析（変動の要因や対策について）

分析（変動の要因や対策について）

令和３年度に指定医療機関を１か所拡充し、またオンライン申請を実施した。
広報誌やホームページ等で情報提供を行い、新しい指定医療機関を受検する被保険者や、オンライン申請
を利用する被保険者が増えた。

国・県支出金

地方債

分析（好不調の要因や対策について）判定

人間ドック利用者の増により、委託料（助成金）の増

判定・方針の詳細

⑤ R3→R4　増減理由

人

最大

36,529

0
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（１）事務事業の概要 ※行政用語は使わず、簡潔に、市民にわかりやすく説明する

（２）活動と成果の状況

計
画

実
績

計
画

実
績

計
画

計
画

成果

② 活動指標

189

5,738

1日平均レセプト件数
（レセプト件数/診療日数）

26.0
件

増やす

単位

ア

イ

イ

指標ア
1日平均レセプト件数

（レセプト件数/診療日数）

実
績

診療所総務事務費ほか６事業
所管課

方向性

事業活動 基本施策

保健・医療の
充実

令和2年8月から新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽ感染症対策により、予約診療を開始した。コロナ
禍での予約診療や感染症対策の浸透、更に地域の人口減少により受診者が減
少していたが、令和4年度は若干回復。しかし予約診療を継続していくため、予
約診療開始前までの受診者数までとはならない。
施設の老朽化。

基本目標

根拠法令

定住自立圏共生ビジョン

過疎地域持続的発展計画

新市建設計画

地域医療機関として健全な運営、管理に努め、安心、安定した医療を提供するとともに、かかりつけ医として診療等を行う。

保険年金課

1

基本施策

医療機関がない地域に、診療施設を設置するため開設した。
市民のかかりつけ医として診療等を行っている。

施策の展開

医療機関がない地域
住民に対し、安定した
医療を提供する。

滝郷診療所の充実

国民健康保険班（滝郷診療所）

平成27年度

国民健康保険法

① R4の主な活動や実績

事務事業評価シート 令和 4 令和

5

13

62

地域医療機関として
診療・健診等を行う。

55200

④ 事務事業の目的と位置付け（何を目指しているのか）

事業コード・
事務事業名

1

① 事務事業の内容（何をする事務事業なのか）

戦略事業名 R4主要事業

② 開始の経緯（なぜこの事務事業を始めたのか）

施策
体系

提供する
モノやサービス

5

市民のかかりつけ医とし
て、安心・安定した医療を提
供することにより、市民の
健康及び生活環境の向上と
なる。

掲
載
計
画
等

1

4,914

年 月

③ 環境の変化・課題・意見等（現状で問題などはあるか）

保健・医療の充実

地域医療機関との連携

会計

国保（施設）

開始年度

結婚・出産・子
育ての希望が
かない、誰も
が生きがいを
持てるまちづ
くり

指標イ

④成果指標の動向

26.6

ア

・市民に診療及び予防接種等を実施した。
・広報あさひに情報掲載をした。（4/1、11/1号）
・集団接種会場で新型コロナウイルスのワクチン
接種に協力した。（5月～3月）
・ＨＰあさひに診療所の情報掲載をした。（通年）
・コミュニティバスや市庁舎に啓発ポスターを掲出
した。（7月）
・マイナンバーカードを保険証として利用するため
のシステムを整備し、実際に受付をした。

190

189

5,529

4,892

25.8

日12 1

国土強靱化地域計画

総合戦略
予算科目

担当班

③ 成果指標

年度事後評価・決算

款 項 目

R3

地域医療機関
との連携

R5

実
績

施策の展開

5,664

5,111

日

31.7

R1

30.5

30.0

27.3

R2 R3

29.1 26.0

件

単位 R5

診療日数

レセプト件数
（1ヶ月の実受診者数×12ヶ月）

R4

188

188

4,888

4,995

R4

R1

194

188

6,146

R2

192

187
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（３）コストの状況 （単位：千円）

1.

2.

3.

（４）事務事業に関する評価

＝ 延べ 人

15,218
30,350

人 × 日

その他

3.3款 施設整備費

0
47,423
100.0%一般財源の比率

その他

一般財源

国・県支出金

地方債

0

③ 各費目の詳細（R4決算）

パートタイム会計年度任用職員報酬ほか

医薬品購入費ほか

0

100.0%
45,568

2.2款 医業費

合計

当施設は築52年となり、施設自体の存続等については検討結果が出てからということで補
修はしてきたものの、耐震補強はしておらず、壁にはいたるところにひびが入り、建物が歪ん
でいるため窓が開かない箇所があり、2階の一部は立ち入り禁止となっている。施設内外、
バリアフリー化も出来ていない状況である。今後の施設の方針が決まるまでは、維持補修を
行いながら現在行っている事業を継続していく。
現在予約診療を行っており、以前のような受診数とはいかないが、安定した医療を提供出来
るとともに、定期的な受診等に繋げられるため、地域医療機関として現状を維持していく。

令和2年８月から新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽ感染症対策による予約診療を開始し、感染症対策や地域の人口減少もあり、受診数
は減少していたが、新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽ感染症の重症化も減退し、また予約制も定着したため、令和4年度は受診数増加と
なった。
施設の老朽化については、今後、検討予定。

向上

概ね順調

指標イ

判定

判定

指標ア

③ 今後の方向性
（①・②を踏まえた
R5以降の方針）

方針判定

継続実施

財
源
内
訳

費
目
内
訳

R4決算

13,066
21,343

1款 総務費

2款 医業費
常時 20

② 従事職員数① 事務事業費

3款 施設整備費

0

1.1款 総務費

100.0%

0
34,409

0
39,084

39,084

100.0%

0
37,211

100.0%

34,409
00

0

37,211

R3決算R2決算

12,320
26,764

0

12,390
24,821

0

R1決算

13,524

0

33,899
0

R5予算

0

0

00

0

0

45,568

0

① 事務事業の進捗

② 成果指標の推移
（R3→R4）

④ 特定財源の詳細（R4決算）

　

分析（変動の要因や対策について）

分析（変動の要因や対策について）

感染症対策や地域の人口減少もあり、受診数は減少していたが、予約診療が安定し、令和４年度は受診数
の増加となり、それに伴いレセプト件数も増加となった。

国・県支出金

地方債

分析（好不調の要因や対策について）判定

・総務費
　修繕費の増
・医業費
　薬剤の出荷調整による院外処方の増及び後発薬剤
　への変更等による減

判定・方針の詳細

⑤ R3→R4　増減理由

人

最大

00
47,423

0


